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 －日本の景気指標             （安孫子） 
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２．主要な景気指標（四半期） 
①ＧＤＰ統計：四半期別速報 QE（名目値と実質値、GDP ﾃﾞﾌﾚｰﾀ、ＳＮＡ体系の一つの速報） 
 ― 季節調整値、年率換算値、需要項目別動向、寄与度・寄与率の分析、１次速報と２次速報 
②短期経済観測調査（全国短観と主要短観、判断項目＜Ｄ.Ｉ.＞と計数項目、「業況判断 D.I.」が有名） 
 ③法人企業統計（季報と年報、設備投資や企業収益が有名、財務諸表のﾃﾞｰﾀ 等） 
 
３．主要な景気指標（月次） 
①景気動向指数（先行指数と一致指数と遅行指数、Ｃ.Ｉ.とＤ.Ｉ.）：下記の下線は逆ｻｲｸﾙの系列 
 先行指数：最終需要財在庫率指数、鉱工業生産財在庫率指数、新規求人数（除学卒）、実質機械受注（船

舶･電力を除く民需）、新設住宅着工床面積、耐久消費財出荷指数、消費者態度指数、日経商品指数（42

種総合）、長短金利差、東証株価指数、投資環境指数（製造業）、中小企業売上見通しD.I. 

 一致指数：生産指数（鉱工業）、鉱工業生産財出荷指数、大口電力使用量、稼働率指数（製造業）、所定

外労働時間指数（製造業）、投資財出荷指数（除輸送機械）、商業販売額（小売業）、商業販売額（卸売業）、

営業利益（全産業）、中小企業売上高（製造業）、有効求人倍率（除学卒） 

 遅行指数：第３次産業活動指数、常用雇用指数（製造業）、実質法人企業設備投資（全産業）、家計消費

支出（全国勤労者世帯、名目）、法人税収入、完全失業率

②鉱工業生産指数（生産、出荷、在庫、在庫率、稼働率 等） 
③各種の消費統計（家計調査、消費者態度指数、小売店販売額、乗用車新車登録台数、旅行取扱額 等） 
④設備投資関連の統計（機械受注額、資本財出荷、建設工事受注額＜民間等､除く住宅＞、ﾘｰｽ取扱額 等） 
⑤住宅投資関連の統計（新設住宅着工＜うち持家、貸家、分譲＞、ﾏﾝｼｮﾝ販売統計 等） 
⑥公共工事関連の統計（公共工事請負金額＜うち国､地方＞、公共工事＜出来高ﾍﾞｰｽ＞、建設工事受注） 
⑦国際収支統計（経常収支＜うち貿易･ｻｰﾋﾞｽ収支〔うち貿易収支〕＞、資本収支、外貨準備高 等） 
⑧雇用関係の統計（完全失業率、有効求人倍率、新規求人倍率、労働力人口、所定外労働時間 等） 
⑨各種の物価統計（消費者物価指数＜CPI＞、企業物価指数＜CGPI＞、企業向けｻｰﾋﾞｽ価格指数） 

 
４．その他の注目度の高い経済統計 
①SNA（暦年･年度･四半期、制度部門別分析、ﾌﾛｰ編とｽﾄｯｸ編、産業連関表･資金循環表･国際収支表） 
②金融統計（ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ、ﾏﾈﾀﾘｰﾍﾞｰｽ、資金循環勘定、各種の貸出統計、貸出約定平均金利、株価 等） 
③企業倒産（件数、金額、手形交換所取引停止処分 等） 
④地価（市街地価格指数、公示地価＜1月＞、都道府県地価調査＜7月＞等：商業地・住宅地・工業地） 

 
５．景気指標を見る際の注意点 
・速報値と確報値（「改訂」に伴って変化方向が逆転することも → 目先の数字で判断すると危険） 
・季節調整値の基礎知識（季節性の大きさ、曜日要因が加わることも、センサス法） 
・各種の特殊要因の影響度（例：消費税の導入、曜日要因、閏年要因、販売促進策…） 
・前年比と前期比（季節調整値）：前年の「裏」（または「反動」）、変化方向の認識時期の違い 
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄで時系列ﾃﾞｰﾀを入手できる事例↑（内閣府、総務省統計局、日本銀行などのｻｲﾄが充実） 

 
６．市場に与える影響 
・主要指標について、市場参加者は事前に予想を形成 ⇒ それに基づいて相場観を形成 
・「織込み済み」でない場合：市場が認識を大きく変えることも ⇒ 価格変動、発表時間に注意 
・「織込み済み」の場合：市場に与えるインパクトは限定的・・・合理的期待形成学派と整合的 
                                      以上 


